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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかわる主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しない為記載しておりません。 

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （千円） 3,981,562 4,308,544 4,321,730 4,284,506 4,401,729

経常利益 （千円） 389,099 318,826 261,430 184,191 84,339

当期純利益 （千円） 123,000 126,666 120,326 75,611 35,550

持分法を適用した場合の投資
利益 

（千円） － － － 4,344 11,528

資本金 （千円） 189,000 189,000 189,000 189,000 189,000

発行済株式総数 （千株） 3,780 3,780 3,780 3,780 3,780

純資産額 （千円） 517,288 608,404 708,809 750,344 773,750

総資産額 （千円） 3,723,885 3,285,313 2,934,820 2,937,503 2,947,753

１株当たり純資産額 （円） 136.85 161.19 187.87 197.42 203.36

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額 

（円） 
（円）） 

6.00
（－）

7.00
（－）

7.00
（－）

7.00 
（－）

7.00
（－）

１株当たり当期純利益 （円） 32.58 32.08 30.36 18.52 7.61

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 13.9 18.5 24.2 25.5 26.2

自己資本利益率 （％） 26.1 22.5 17.0 10.1 4.6

株価収益率 （倍） 10.59 14.30 27.34 － －

配当性向 （％） 18.4 21.8 21.9 37.8 92.0

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） 255,938 282,394 239,273 146,511 121,102

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） △719,948 216,285 △134,287 △130,997 △51,347

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） 158,120 △352,957 △404,280 △43,314 △74,402

現金及び現金同等物の期末残
高 

（千円） 366,834 512,556 213,260 185,460 180,813

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 
12
（－）

11
（－）

11
（－）

11 
（－）

11
（－）



４．当社は平成16年８月１日付にて、日本証券業協会における店頭登録は廃止となりました為、第80期以降の株価収益率は

記載しておりません。 

５．自己株式を資本に対する控除項目としており、また１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益額の各数値は発行済

株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

  

  



２【沿革】 

  

昭和21年２月 小松商事㈱設立（資本金195千円）し、銀座にて百貨店業を開始 

昭和22年７月 夏期軽井沢店開設（毎年７月～９月） 

昭和23年９月 小松商事㈱は㈱小松ストアーに社名変更 

昭和32年６月 銀座本館ビル完成 

昭和38年６月 株式を社団法人日本証券業協会（現・日本証券業協会）店頭登録 

昭和48年12月 横浜店開店（相鉄ジョイナスビルＢ１） 

昭和49年７月 軽井沢店を㈱小坂不動産へ譲渡 

昭和56年11月 日比谷シティ店開店（富国生命ビルＢ１） 

昭和60年12月 日比谷シティ店を㈱小松アネックスへ譲渡 

昭和62年３月 店名をギンザ・コマツへ変更し、本店全面改装オープン 

昭和63年５月 横浜店を㈱小松デベロップメントへ譲渡 

平成10年３月 本店改装オープン 

平成16年８月 日本証券業協会への店頭登録を廃止 



３【事業の内容】 

 当社は、子会社及び重要な関連会社はありません。 

 当社は、主たる業務として、小売業及び不動産賃貸業を営んでおります。なお、事業の内容と致しましての経営組織の概要は

次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

(1）関連会社 

  

(2）その他の関係会社 

 前期末に記載してあった株式会社誓奨は平成17年６月１日付にて株式会社小松デベロップメントとの合併により解散し、存

続会社の株式会社小松デベロップメントに持分移動したため、新たにその他の関係会社となりました。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

株式会社小松リアル
エステート 

東京都中央区銀
座六丁目９番８
号 

200,000 不動産賃貸業 36.40
不動産賃貸・債務
保証。 
役員の兼任あり。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

株式会社小松デベロ
ップメント 

東京都中央区銀
座六丁目９番５
号 

50,000 小売業 25.30
貸付金。 
役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社は連結財務諸表を作成していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

  

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 組合員５名をもって組織する株式会社小松ストアー労働組合がありますが、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人）

小売・不動産賃貸 11 

合計 11 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

11 55.7 13.0 4,310,194 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期における経済の状況を振り返ってみますと、長期間にわたるバブル崩壊後の低迷期を漸く抜け出して明るい兆しが見え

始めました。 

 その中にあって、当社と致しましては、①いかにお客様に満足していただけるかを主眼としての商品、サービス提供 ②銀

座という地域社会において、ギンザコマツとしてひとつのショップを展開していく課程でどのようにしたら、銀座に来られた

お客様に喜こんでいただけるものか、という２つの課題に取り組んで参りました。 

 その結果当期小売部門売上高は、4,167,409千円と前期比91,110千円の増加となりました。不動産部門の収入は、前期比

26,112千円増の234,320千円となりました。 

 この営業収入に対応する販売費及び一般管理費につきましては、積極的な広報活動や将来に向けての準備活動等により、前

期比141,641千円増加の716,717千円となりました。 

 この結果、営業利益の段階で125,467千円、経常利益の段階で84,339千円のそれぞれ利益計上となりました。 

 又、特別損益並びに法人税等を調整した当期純利益は、前期比40,061千円減少の35,550千円を計上致しました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

キャッシュ・フローの状況 

 当期間における現金及び現金同等物としては、税引前当期純利益として68,372千円の計上及び貸付金の回収84,420千円が

あった一方、設備投資118,047千円及び、差入保証金の差入25,000千円の支出があった結果、当会計期間末の現金及び現金同

等物の残高は、前事業年度より4,647千円減少の180,813千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前期比25,409千円減少の121,102千円となりました。 

 当期の営業活動により得られた資金は主に税引前当期純利益が68,372千円及び減価償却費が89,361千円あったことによる

ものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前期比79,650千円減少の51,347千円となりました。 

 当期の投資活動により使用した資金は、主に有形固定資産の取得118,047千円及び差入保証金の差入25,000千円があった一

方貸付金の回収が84,420千円あったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前期比31,088千円増加の74,402千円となりました。 

 当期の財務活動により使用した資金は主に借入金の純返済197,880千円及び配当金の支払26,400千円を行った一方、社債の

純発行150,000千円を行ったことによるものであります。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当事業年度の小売部門の仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．商品別の項目については、百貨店協会分類において制定されている項目に準じております。上記において「雑貨」の部

分は、時計、宝石、貴金属が主なものであります。 

  

(2）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別 商品別
第81期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

小売 

婦人服・洋品（千円） 116,970 91.6 

身の廻り品（千円） 264,504 100.7 

食堂・喫茶（千円） 34,644 147.1 

雑貨（千円） 2,510,711 100.6 

その他の商品（千円） 49,234 291.7 

食料品（千円） 345,656 108.7 

サービス（千円） 86,289 102.2 

合計（千円） 3,408,011 102.3 

部門別 商品別
第81期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

小売 

婦人服・洋品（千円） 169,415 89.4 

身の廻り品（千円） 331,215 100.7 

食堂・喫茶（千円） 98,423 127.2 

雑貨（千円） 2,927,295 99.7 

その他の商品（千円） 83,905 368.3 

食料品（千円） 439,715 108.3 

サービス（千円） 117,438 102.6 

計（千円） 4,167,409 102.2 

不動産賃貸 不動産収入（千円） 234,320 112.5 

合計（千円） 4,401,729 102.7 



３【対処すべき課題】 

(1）当社は平成18年４月に創業60周年を迎えます。 

 思えば戦後間もない昭和21年に、この地において小売業としての産声をあげてから60年、この間国際情勢も日本の国内情勢

も大きく変化して来た中で、私共がこうして小売業の灯を消さずにおれるのも、ひとえにお客様、株主の皆様のご支援による

ものと感謝申し上げる次第であります。 

  

(2）私共と致しましては、この銀座という素晴らしい立地にショップを構える一員として、地域社会に馴染み且つ貢献しつつ、

いかにしたらお客様に評価して頂ける店づくりが出来るかということを主要課題として、創意、工夫に努力して参る所存であ

ります。 

 この一環として、目下新規事業への展開を研究中であり、これが可及的早期に実りあるものとして実現化させる様、努力を

傾注しております。 

  

４【事業等のリスク】 

(1）経済情勢・需要動向 

 当社の小売売上高のうち、ブルガリジャパン㈱の売上に占める割合は高い比率となっております。 

 これは、現在同社のブランドが世界的に大きなシェアーを持ち、中でも特に日本国内での人気が高いことによるものであり

ます。 

 当社といたしましては、今後、他のショップにつきましてもさらにブルガリブランドとの協調によるギンザ・コマツとして

のより魅力的なショップの展開をはかって参る方針でおりますが、その間において、同社の売上が顧客ニーズの変化、当該業

界での競争激化等の影響を受けた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2）個人情報の流出等 

 当社では、顧客の個人情報を取得し保有しております。これらの個人情報の管理は社内管理体制を整備して、厳重におこ

なっておりますが、不測の事故等により個人情報が漏洩した場合には、信用毀損が生じ、売上高の減少等が発生する可能性が

あり、また情報主体に支払う損害賠償その他の費用発生が想定され、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当事業年度末における流動資産の残高は、411,986千円（前事業年度末は409,171千円）となり、2,815千円増加しました。こ

の主な要因は現金及び預金が21,647千円減少した一方、売掛金が15,318千円、商品が10,753千円増加したことによるものであ

ります。 

  

（固定資産） 

 当事業年度末における固定資産の残高は、2,535,766千円（前事業年度末は2,528,331千円）となり、7,434千円増加しまし

た。この主な要因は、長期貸付金が82,716千円減少した一方、建物等有形固定資産が25,809千円、投資有価証券が34,242千

円、出資金が25,000千円増加したことによるものであります。 

  

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、668,327千円（前事業年度末は784,317千円）となり、115,989千円減少しました。

この主な要因は長期借入金中１年以内に返済期限の到来する額が159,305千円減少した結果であります。これは、銀行よりの借

入金を順次返済したことによるものであります。 

  

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は、1,505,675千円（前事業年度末は1,402,841千円）となり、102,833千円増加しまし

た。この主な要因は長期借入金額が38,575千円減少した一方、社債が130,000千円増加した結果であります。これは、銀行より

の借入金を順次返済した一方、新たな社債の発行を行ったことによるものであります。 

  

（資本） 

 当事業年度末における資本の残高は、773,750千円（前事業年度末は750,344千円）となり、23,406千円増加しました。この

主な要因は別途積立金が40,000千円、株式等評価差額金が20,202千円増加した一方当期未処分利益が39,841千円減少したこと

によるものであります。 

  

(2）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は4,401,729千円（前年同期比102.7％）、売上総利益は842,184千円（前年同期比106.1％）とな

りました。 

 売上高の内訳と致しましては、小売部門売上高は前年同期比102.2％の4,167,409千円、賃貸事業部門売上高は前年同期比

112.5％の234,320千円となりました。 

 一方、販売費及び一般管理費は716,717千円（前年同期比124.6％）であった結果、営業損益は125,467千円の利益（前年同期

比57.5％）、当期純損益の段階では35,550千円の利益（前年同期比47.0％）となりました。 

 なお、事業別の分析は、第２〔事業の状況〕１．〔業績等の概要〕(1）業績の項目をご参照ください。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度においては、ギンザ・コマツビル及び別館の店内改装工事として、91,750千円の設備投資を行いました。 

 なお、ギンザ・コマツビルの店内改装工事に伴う除却損は、3,326千円であります。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．本館ビル（6,110.58㎡）の内1,850.98㎡をヤマハ㈱他５社に賃貸しております。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、器具備品であります。 

３．リース契約により使用している主な什器備品及び電子計算機等の事務用機器のリース期間は４年～６年、年間のリース

料は14,566千円であります。 

なお、このリース契約残高は、2,122千円であります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物 

（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本館 
（東京都中央区） 

営業用設備 1,623,118 
217,219
（894）

40,848 1,881,187 10

別館 
（東京都中央区） 

営業用設備 27,998 － 11,455 39,453 1

厚生寮用地 
（千葉県富津市） 

非営業設備 － 
6,560
（322）

－ 6,560 －



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 平成18年６月20日開催の株主総会において、当社の株式の譲渡又は取得については、株主または取得者は取締役会の承認

をうけなければならない旨定款が変更されております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償、株主割当（比率２：１） 

発行価格    50円 

資本組入額   50円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注） 当社の保有する株主名簿上の自己株式は8,807株で「個人その他」欄に８単元、「単元未満株式の状況」欄に807株含めて

表示してあります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,780,000 同左 非上場・非登録 － 

計 3,780,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

昭和35年７月１日 1,260,000 3,780,000 63,000 189,000 － 6,833

    
平成18年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － ４ － 36 － － 105 145 －

所有株式数 
（単元） 

－ 228 － 2,811 － － 696 3,735 45,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 6.10 － 75.26 － － 18.63 100.00 －



(5）【大株主の状況】 

  

 株式会社誓奨は平成17年６月１日付にて株式会社小松デベロップメントとの合併により解散し、存続会社の株式会社小松

デベロップメントに持分移動したため株式会社小松デベロップメントの所有株式数は939千株増加し18年３月31日現在では

943千株となっております。従って株式会社誓奨の所有株式数はありません。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社小松デベロップメン
ト 

東京都中央区銀座６丁目９番５号 943 24.94 

小坂産業株式会社 東京都中央区銀座６丁目９番５号 513 13.57 

株式会社小松アネックス 東京都中央区銀座６丁目８番５号 475 12.56 

小坂商事株式会社 東京都中央区銀座６丁目９番５号 219 5.81 

小坂 敬 東京都港区 219 5.80 

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１番13号 190 5.02 

小坂不動産株式会社 東京都中央区銀座６丁目９番５号 173 4.60 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 140 3.70 

株式会社フォクシーインベス
トメントコーポレーション 

東京都渋谷区神宮前４丁目２番16号 125 3.30 

天井 次夫 東京都荒川区 100 2.64 

計 ────── 3,099 81.98 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －

議決権制限株式（自己株式等） － －

議決権制限株式（その他） － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   8,000 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,727,000 3,727

単元未満株式 普通株式  45,000 －

発行済株式総数 3,780,000 － － 

総株主の議決権 － 3,727 － 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社小松スト
アー 

東京都中央区銀座
六丁目９番５号 

8,000 － 8,000 0.21 

計 － 8,000 － 8,000 0.21 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 当社の配当政策の基本的考え方と致しまして、まず第一段階の目標として、１株当たり５円の配当を維持出来ることを標榜し

て参りました。 

 第二段階として78期以降７円の配当を目標として参りました。 

 当期は、当期未処分利益として55,722千円を計上することが出来ました。 

 つきましては、当期の配当は１株当たり７円とさせて頂きました。 

 今後の見込みと致しましては、個人消費の低迷状況等、当社の経営環境は依然厳しいわけでありますが、一方業種柄常に店舗

設備のリニューアルをする必要があり、その為の備えも必要でございますので、１株当たり７円の配当維持を目標として参りま

す。 

 なお、当社は中間配当は行っておりません。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

２．第80期の最高最低株価は、平成16年８月１日付で店頭売買有価証券の登録を廃止したことに伴い、最終取引日である平

成16年７月30日までの株価について記載しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 当社は平成16年８月１日付で店頭売買有価証券の登録を廃止したことに伴い、該当事項はありません。 

  

  

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 509 480 830 835 － 

最低（円） 315 249 415 491 － 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役社
長 

  小坂 敬 昭和12年９月28日生

昭和37年10月 フィリップス・ペトローリァ

ム・インターナショナル株式会

社（（現）フィリップス石油株

式会社）入社 

昭和46年２月 同社取締役就任 

昭和49年２月 同社代表取締役会長就任 

昭和49年11月 同社代表取締役社長就任 

昭和57年６月 当社取締役就任 

昭和59年６月 当社代表取締役就任 

昭和60年３月 株式会社小松アネックス代表取

締役社長就任（現） 

昭和60年４月 株式会社フェヤーモントホテル

代表取締役社長就任 

昭和60年５月 当社代表取締役社長就任（現） 

昭和61年９月 株式会社小松リアルエステート

代表取締役社長就任（現） 

昭和62年３月 株式会社丸ノ内小松ストアー代

表取締役社長就任（現） 
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取締役副社長   佐藤 齊 昭和16年７月21日生

昭和39年４月 株式会社三菱銀行（（現）株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行）入社 

昭和58年７月 同社浅草橋支店次長就任 

昭和61年４月 ダイヤモンドクレジット株式会

社総務部長就任 

昭和63年６月 株式会社三菱銀行（（現）株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行）業務

本部法人部部長代理就任 

平成２年６月 当社取締役総務部長・経理部長

就任 

平成３年１月 当社常務取締役総務担当・経理

担当就任 

平成７年５月 当社専務取締役総務担当・経理

担当就任 

平成８年６月 当社取締役副社長就任（現） 

1

取締役   横関 英達 昭和６年４月30日生

昭和29年４月 第百生命保険相互会社入社 

昭和48年８月 同社企業保険部長就任 

昭和51年６月 同社取締役就任 

昭和57年９月 同社常務取締役就任 

平成２年４月 同社専務取締役就任 

平成９年６月 株式会社小松リアルエステート

取締役就任（現） 

平成９年６月 当社取締役就任（現） 

1

取締役   畑 敬 昭和28年５月23日生

昭和59年４月 弁護士登録 

風間・畑法律事務所勤務（現） 

平成13年６月 当社取締役就任（現） 

－



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役   服部 紀和 昭和15年11月19日生

昭和39年４月 株式会社竹中工務店入社 

平成３年３月 同社設計部長就任 

平成６年３月 同社役員補佐就任 

平成８年３月 同社取締役就任 

平成14年３月 同社常務取締役就任 

平成15年６月 当社取締役就任（現） 

平成18年３月 株式会社竹中工務店専務取締役

（現） 

－

取締役   小高 秀夫 大正７年７月30日生

昭和16年12月 慶応義塾大学医学部助手 

昭和21年２月 当社設立に伴い取締役就任 

昭和22年２月 当社常務取締役就任 

昭和22年12月 財団法人 小松診療所設立常務

理事就任 

昭和30年９月 当社監査役就任 

昭和32年９月 当社取締役就任 

昭和36年９月 当社常任監査役就任 

昭和37年６月 当社取締役就任（現） 

昭和51年11月 財団法人 小松診療所理事長就

任（現） 

20

取締役   小坂 俊幸 昭和22年10月12日生

昭和45年４月 株式会社伊勢丹入社 

昭和46年９月 当社取締役就任 

昭和47年２月 当社販売促進部長就任 

昭和53年７月 小坂不動産株式会社代表取締役

副社長就任 

昭和57年６月 株式会社小坂商会代表取締役社

長就任（現） 

昭和62年６月 当社監査役就任 

平成３年６月 当社取締役就任（現） 

平成３年７月 小坂不動産株式会社代表取締役

社長就任（現） 

10

取締役   小坂 奨 昭和43年４月９日生

平成元年２月 小坂産業株式会社取締役就任

（現） 

平成元年５月 小坂実業株式会社（（現）小坂

商事株式会社）取締役就任

（現） 

平成14年６月 当社取締役就任（現） 

平成16年１月 ㈱フェヤーモントホテル代表取

締役社長就任（現） 

3

取締役   小坂 誓 昭和47年７月８日生

平成７年３月 小坂産業株式会社取締役就任

（現） 

平成７年５月 小坂実業株式会社（（現）小坂

商事株式会社）取締役就任

（現） 

平成14年６月 当社取締役就任（現） 

3

取締役 経理部長 若林 肇 昭和22年３月12日生

昭和44年７月 当社入社 

昭和63年５月 当社経理部副部長就任 

平成３年５月 当社経理部長就任（現） 

平成３年６月 当社取締役就任（現） 

1



 （注）１．取締役小坂奨及び取締役小坂誓は各々取締役社長小坂敬の長男及び次男であります。 

２．取締役横関英達、取締役畑敬、取締役服部紀和、取締役小坂奨及び取締役小坂誓は会社法第２条第15号に定める社外取

締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 
営業企画室長兼
社長室長 

小澤 与四男 昭和24年１月３日生

昭和46年４月 当社入社 

平成２年７月 当社社長室長就任（現） 

平成９年４月 当社営業企画室長就任（現） 

平成９年６月 当社取締役就任（現） 

1

取締役 総務部長 中金 賢一郎 昭和24年７月26日生

昭和49年４月 当社入社 

平成２年８月 当社総務部マネージャー就任 

平成９年６月 当社取締役総務部長就任（現） 

1

取締役 
ブランドマネー
ジメント部長 

大野 泰治 昭和40年７月５日生

昭和63年４月 日本電気株式会社入社 

平成元年８月 株式会社フェヤーモントホテル

入社 

平成11年６月 同社料飲部料飲マネージャー就

任 

平成14年３月 Guam Yamanoi Inc.入社 

ピアホテルズマネージャー就任 

平成16年11月 当社ブランドマネージメント部

長就任（現） 

平成17年６月 当社取締役就任（現） 

－

監査役   齊藤 幸司 昭和22年１月26日生

昭和44年４月 公認会計士・税理士 

辻会計事務所（（現）辻・本郷

税理士法人）勤務 

昭和48年２月 税理士登録 

平成14年４月 辻・本郷税理士法人副理事長

（現） 

平成16年６月 当社監査役就任（現） 

－

監査役   川井 康久 昭和12年３月17日生

昭和35年４月 株式会社三菱銀行（（現）株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行）入社 

昭和54年10月 同社福山支店長就任 

昭和57年７月 同社営業本部営業企画室室長代

理就任 

昭和59年５月 同社名古屋支店副支店長就任 

昭和61年５月 同社志村支店長就任 

昭和63年８月 阿部電材株式会社入社 

平成元年10月 同社取締役総務部長就任 

平成６年10月 株式会社小松アネックス常務取

締役就任 

平成10年２月 同社取締役副社長就任（現） 

平成14年３月 株式会社フェヤーモントホテル

取締役副社長就任（現） 

平成18年６月 当社監査役就任（現） 

－

        計 262



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営体制の確立を重要な経営課題として考えております。 

 また、コンプライアンスにつきましては、経営陣のみならず、全社員が認識し実行することが重要であると考えておりま

す。 

  

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス 

 当社は、監査役制度を採用しております。 

 ３名の監査役は、取締役会に出席して意見を述べ、取締役の業務執行の妥当性、効率性などを幅広く検証するなどの経営

監視を実施しております。 

 また、顧問契約を結んでいる法律事務所より必要に応じ法律問題全般について助言と指導を受けております。 

  

ｂ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役５名は当期末現在で当社株式7,000株を所有しております。 

  

ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施の状況 

① 社外取締役を含むすべての取締役及び監査役３名が出席する取締役会を毎月開催し取締役は、経営の基本方針、法令で

定められた事項、その他経営全般に関する重要事項を決定し、また各事業部門の進捗状況のチェックをし、監査役は取

締役の業務執行の監督を行っております。 

② 社長、取締役及び各部門の責任者が出席する企画会議を毎週１回開催し、経営方針の徹底、業務執行に関する重要事項

の決定、経営計画の進捗状況のチェックを実施しております。 

③ 法令の遵守、リスク管理については、日々実践するとともに今後は、体系的に取り組む仕組みを整備していく所存であ

ります。 

  

ｄ．役員報酬の内容 

① 社内取締役に対する報酬の金額は68,379千円であります。 

② 社外取締役に対する報酬の金額は7,460千円であります。 

③ 監査役に対する報酬の金額は2,820千円であります。 

  

ｅ．監査報酬の内容 

 当社が監査法人大手門会計事務所及び公認会計士吉田宏氏と締結した監査契約に基づく公認会計士法（昭和23年法律第103

号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額は5,692千円であります。 

  

ｆ．業務を執行した公認会計士の氏名ならびに所属する監査法人名 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、監査法人大手門会計事務所に所属する業務執行社員である武田平吉（継続

監査年数23年）及び公認会計士桜友共同事務所に所属する吉田宏（同19年）であります。同監査法人、同共同事務所及び当

社の会計監査業務を執行した業務執行社員、公認会計士と当社との間には、特別の利害関係はありません。なお、当社の会

計監査業務に係る補助者は、公認会計士１名であります。 

 当社は同監査法人及び同公認会計士との間で監査契約書を締結し、これに基づき同監査法人及び同公認会計士への公認会

計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく監査報酬を支払っております。なお監査証明に係る報

酬以外の報酬はありません。 

  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第80期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第80期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び第81期

事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人大手門会計事務所及び公認会計士 吉

田 宏氏により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   241,460 219,813 

２．売掛金   90,055 105,374 

３．商品   27,677 38,431 

４．前払費用   5,853 5,553 

５．短期貸付金   27,396 25,692 

６．未収入金   3,847 3,931 

７．預け金   1,839 1,822 

８．繰延税金資産   7,321 5,720 

９．その他   3,718 5,647 

貸倒引当金   － － 

流動資産合計   409,171 13.9 411,986 14.0

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※１ 2,854,045 2,940,795  

減価償却累計額  1,213,983 1,640,062 1,289,678 1,651,117 

２．器具備品  88,086 106,383  

減価償却累計額  42,535 45,550 54,078 52,304 

３．車輌運搬具  8,595 8,595  

減価償却累計額  8,165 429 8,165 429 

４．土地 ※１  223,779 223,779 

５．建設仮勘定   － 8,000 

有形固定資産合計   1,909,822 65.0 1,935,631 65.7

(2）無形固定資産    

１．電話施設利用権   4,526 4,526 

無形固定資産合計   4,526 0.2 4,526 0.1



   
前事業年度

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   102,189 136,431 

２．関係会社株式   106,920 116,640 

３．出資金   510 25,510 

４．長期貸付金   367,754 285,038 

５．長期前払費用   2,939 1,469 

６．差入保証金   30,519 30,519 

７．繰延税金資産   3,150 － 

貸倒引当金   － － 

投資その他の資産合計   613,983 20.9 595,608 20.2

固定資産合計   2,528,331 86.1 2,535,766 86.0

資産合計   2,937,503 100.0 2,947,753 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   43,815 65,969 

２．一年以内償還予定社債   40,000 60,000 

３．短期借入金 ※１  234,980 234,980 

４．長期借入金中１年以内
に返済期限の到来する
額 

※１  397,880 238,575 

５．未払金   39,274 44,873 

６．未払費用   8,100 8,614 

７．未払法人税等   11,857 4,612 

８．未払消費税等   13 1,621 

９．前受金   3,797 4,187 

10．預り金   4,598 4,893 

流動負債合計   784,317 26.7 668,327 22.7



  

  

   
前事業年度

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．社債   300,000 430,000 

２．長期借入金 ※１  889,110 850,535 

３．退職給付引当金   11,945 12,820 

４．預り保証金   201,785 201,785 

５．繰延税金負債   － 10,534 

固定負債合計   1,402,841 47.8 1,505,675 51.1

負債合計   2,187,159 74.5 2,174,002 73.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  189,000 6.4 189,000 6.4

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  6,833 6,833  

資本剰余金合計   6,833 0.2 6,833 0.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  35,181 38,401  

２．任意積立金    

別途積立金  427,000 467,000  

３．当期未処分利益  95,564 55,722  

利益剰余金合計   557,745 19.0 561,123 19.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,344 0.1 22,547 0.8

Ⅴ 自己株式 ※３  △5,579 △0.2 △5,754 △0.2

資本合計   750,344 25.5 773,750 26.2

負債資本合計   2,937,503 100.0 2,947,753 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．商品売上高  4,076,299 4,167,409  

２．賃貸事業売上高  208,207 4,284,506 100.0 234,320 4,401,729 100.0

Ⅱ 売上原価    

(1）商品期首棚卸高  51,410 27,677  

(2）当期商品仕入高  3,330,280 3,408,011  

合計  3,381,690 3,435,689  

(3）他勘定へ振替 ※１ 34,914 12,639  

(4）商品期末棚卸高  27,677 38,431  

１．商品原価  3,319,099 3,384,617  

２．賃貸事業原価  172,164 3,491,264 81.5 174,928 3,559,545 80.9

売上総利益   793,242 18.5 842,184 19.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．広告宣伝費  79,717 136,086  

２．役員報酬  57,624 65,964  

３．従業員給料  61,087 73,643  

４．厚生費  19,512 24,008  

５．租税公課 ※２ 48,709 48,352  

６．減価償却費  43,550 52,137  

７．業務委託費  65,890 86,797  

８．リース料  22,084 17,098  

９．地代家賃  － 62,819  

10．その他  176,902 575,076 13.4 149,809 716,717 16.2

営業利益   218,166 5.1 125,467 2.9

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  6,304 5,433  

２．受取配当金  1,742 2,833  

３．改装協力金  1,750 －  

４．地代家賃収入  － 3,060  

５．その他雑収入  2,764 12,562 0.3 1,444 12,771 0.3

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  42,381 35,718  

２．社債利息  4,094 7,390  

３．社債発行費  － 10,500  

４．その他雑損失  61 46,536 1.1 289 53,898 1.3

経常利益   184,191 4.3 84,339 1.9

Ⅵ 特別利益    

貸倒引当金戻入額  783 783 0.0 － － －

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 10,335 3,326  

２．投資有価証券売却損  3,948 －  

３．商品特別処分損  34,914 12,639  

４．役員退職慰労金  1,500 50,697 1.2 － 15,966 0.3

税引前当期純利益   134,276 3.1 68,372 1.6

法人税、住民税及び事
業税 

 55,227 31,575  

法人税等調整額  3,438 58,665 1.3 1,247 32,822 0.7

当期純利益   75,611 1.8 35,550 0.8

前期繰越利益   19,952 20,172 

当期未処分利益   95,564 55,722 

     



賃貸事業原価明細表 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

光熱費  12,247 11,799 

租税公課  36,662 36,560 

減価償却費  33,941 37,223 

ビル管理費  18,415 19,540 

その他  70,897 69,804 

計  172,164 174,928 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  134,276 68,372 

減価償却費  77,491 89,361 

退職給与引当金の増加
額 

 △314 874 

貸倒引当金の減少額  △783 － 

受取利息及び受取配当
金 

 △8,047 △8,266 

支払利息  42,381 35,718 

社債利息  4,094 7,390 

社債発行費  － 10,500 

その他流動資産減少額  － 41 

その他流動資産増加額  △299 △1,928 

その他流動負債減少額  △2,136 △307 

その他流動負債の増加
額 

 17,767 8,796 

有形固定資産除却損  1,599 2,876 

売上債権の増加額  － △15,402 

売上債権の減少額  7,529 － 

たな卸資産の減少額  34,914 12,639 

たな卸資産の増加額  △11,181 △23,393 

仕入債務の増加額  － 22,154 

仕入債務の減少額  △11,512 － 

未払消費税の増加  － 1,608 

未払消費税の減少額  △6,087 － 

役員賞与の支払  △5,771 △5,771 

小計  273,920 205,264 

利息及び配当金の受取
額 

 8,047 8,266 

利息の支払額  △42,381 △35,718 

社債利息の支払額  △4,094 △7,390 

社債発行費  － △10,500 

法人税等の支払額  △88,980 △38,819 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 146,511 121,102 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △117,744 △118,047 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △56,520 △9,720 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 5,104 － 

貸付金の回収による収
入 

 27,396 84,420 

定期預金の払戻による
収入 

 14,000 17,000 

差入保証金の差入  △20,502 △25,000 

預り保証金の預り  17,268 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △130,997 △51,347 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

社債の発行による収入  100,000 200,000 

社債償還による支出  △30,000 △50,000 

短期借入れによる収入  234,980 234,980 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △234,980 △234,980 

長期借入れによる収入  370,000 200,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △456,240 △397,880 

配当金の支出  △26,409 △26,400 

自己株式の取得による
支出 

 △665 △121 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △43,314 △74,402 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △27,800 △4,647 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 213,260 185,460 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 185,460 180,813 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 
平成17年６月21日 

当事業年度 
株主総会承認日 
平成18年６月20日 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  95,564 55,722 

Ⅱ 利益処分額  

１．利益準備金  3,220 2,015

２．株主配当金  26,400 26,398

３．役員賞与金  5,771 6,848

（うち監査役賞与金）  （300） （300）

４．任意積立金  

別途積立金  40,000 75,391 － 35,261 

Ⅲ 次期繰越利益  20,172 20,461 

   



重要な会計方針 

  

区分 前事業年度 当事業年度 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品：売価還元法による原価法 商品      同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産：定額法 有形固定資産  同左 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  

  建物            ８～50年 同左 

  器具備品          ２～15年   

４．引当金の計上基準     

(1）貸倒引当金 (1）売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）      同左 

(2）退職給付引当金 (2）従業員の退職給付に備えるため、当

期における退職給付債務及び年金資

産の見込額（簡便法）に基づき計上

しております。 

なお、数理計算上の差異はありませ

ん。 

(2）      同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

現金及び預金（３ヶ月を超える定期預金

を除く） 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

    

(1）消費税等の会計処理方

法 

税抜方式を採用している。 同左 



会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 当事業年度

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

前事業年度 当事業年度

（損益計算書関係） （損益計算書関係） 

１．「業務委託費」（65,890千円）は当期において販売

費及び一般管理費の総額の５／100をこえることと

なったため、区分掲記することにしました。 

なお、前期においては、「その他」に22,333千円を

含めて表示しております。 

１．「地代家賃」（62,819千円）は当期において販売費

及び一般管理費の総額の５／100をこえることとな

ったため、区分掲記することにしました。 

なお、前期においては、「その他」に28,268千円を

含めて表示しております。 

２．「社債利息」（4,094千円）は当期より明瞭表示の

ため、区分掲記することにしました。 

なお、前期においては、「支払利息」に3,620千円

を含めて表示しております。 

２．「地代家賃収入」（3,060千円）は当期において営

業外収益の総額の10／100をこえることとなったた

め、区分掲記することにしました。 

なお、前期においては、「その他雑収入」に1,200

千円を含めて表示しております。 

（キャッシュ・フロー計算書） ────── 

「社債利息」（4,094千円）及び「社債利息の支払

額」（△4,094千円）は当期より明瞭表示のため、区

分掲記することにしました。 

なお、前期においては、「支払利息」に3,620千円、

「支払利息の支払額」に△3,620千円を含めて表示し

ております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

※１．このうち担保に供している資産及び対応債務は次

のとおりであります。 

※１．         同左 

  

担保提供資産（千円） 対応債務（千円） 

建物 1,625,027 短期借入金 234,980

土地 217,219 

長期借入金中
１年以内に返
済期限の到来
する額 

397,880

    長期借入金 889,110

担保提供資産（千円） 対応債務（千円） 

建物 1,623,118 短期借入金 234,980

土地 217,219

長期借入金中
１年以内に返
済期限の到来
する額 

238,575

長期借入金 850,535

※２．会社が発行する株式の総数 ※２．会社が発行する株式の総数 
  

  普通株式 10,000,000株

発行済株式総数 普通株式 3,780,000株

  普通株式 10,000,000株

発行済株式総数 普通株式 3,780,000株

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式8,482

株であります。 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式8,807

株であります。 

 ４．偶発債務  ４．偶発債務 

㈱小松リアルエステートの㈱東京三菱銀行から

の借入金46,200千円及び㈱ＵＦＪ銀行からの借

入金264,000千円及び㈱常陽銀行からの借入金

42,503千円商工中央金庫からの借入金77,900千

円に対し債務保証を行っております。 

㈱小松リアルエステートの㈱常陽銀行からの借

入金24,157千円商工中央金庫からの借入金

57,500千円に対し債務保証を行っております。 

 ５．配当制限  ５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

2,344千円であります。 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産

に時価を付したことにより増加した純資産額は

22,547千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．「他勘定へ振替」は、特別損失（商品特別処分

損）への振替であります。 

※１．「他勘定へ振替」は、特別損失（商品特別処分

損）への振替であります。 

※２．租税公課中、主なものは次のとおりであります。 ※２．         同左 
  

固定資産税、都市計画税、償却資
産税 

44,717千円

事業税（付加価値割、資本割）、
事業所税、登録免許税、収入印紙
代等 

2,326千円

固定資産税、都市計画税、償却資
産税 

44,465千円

事業税（付加価値割、資本割）、
事業所税、登録免許税、収入印紙
代等 

3,888千円

※３．固定資産除却損中、主なものは次のとおりであり

ます。 

※３．固定資産除却損中、主なものは次のとおりであり

ます。 
  

建物 10,149千円

器具備品 185千円
  

建物 3,326千円



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）
  
   千円

現金及び預金勘定 241,460  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △56,000  

現金及び現金同等物 185,460  

   千円

現金及び預金勘定 219,813  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △39,000  

現金及び現金同等物 180,813  



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 73,251 56,562 16,689

合計 73,251 56,562 16,689

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 35,165 33,043 2,122 

合計 33,165 33,043 2,122 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 14,566千円

１年超 2,122千円

合計 16,689千円

１年内 2,122千円

１年超 －千円

合計 2,122千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低い為、

支払利子込み法により算定している。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
  

支払リース料 19,271千円

減価償却費相当額 19,271千円

支払リース料 14,566千円

減価償却費相当額 14,566千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

同左 

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 36,170 38,212 2,042 36,170 74,386 38,216

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 36,170 38,212 2,042 36,170 74,386 38,216

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 36,170 38,212 2,042 36,170 74,386 38,216



２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当事業年度
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計 
（千円） 

売却損の合計
（千円） 

売却額（千円）
売却益の合計
（千円） 

売却損の合計 
（千円） 

1,601 － 3,948 － － －

  

前事業年度
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 106,920 116,640 

(2）その他有価証券 

非上場株式 62,045 62,045 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 

 なお、退職一時金制度については平成２年から適格退職年金制度へ段階的に移行を行っている。 

 また、総合設立の厚生年金基金制度における自社の拠出に対応する年金資産176,393千円があります。 

  



２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  （単位：千円）

  
前事業年度

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

(1）退職給付債務 △17,708 △18,943 

(2）年金資産 4,974 6,123 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △12,733 △12,820 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 － － 

(5）未認識数理計算上の差異 － － 

(6）未認識過去勤務債務（債務の減額） － － 

(7）貸借対照表計上額純額 △12,733 △12,820 

(8）前払年金費用 － － 

(9）退職給付引当金(7)－(8) △12,733 △12,820 

    （単位：千円）

  
前事業年度

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

(1）勤務費用 1,426 1,235 

(2）利息費用 － － 

(3）期待運用収益（減算） － － 

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額 － － 

  
前事業年度

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

(1）割引率 － － 

(2）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(3）期待運用収益率 － － 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 － － 

(5）数理計算上の差異の処理年数 － － 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 － － 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
  

  

未払事業税 5,666千円

賞与引当金 1,655千円

退職給付引当金 4,780千円

その他有価証券評価差額金 △1,629千円

繰延税金資産計 10,472千円

繰延税金資産  

未払事業税 3,921千円

賞与引当金 1,799千円

繰延税金資産計 5,720千円

繰延税金負債  

退職給付引当金 5,134千円

その他有価証券評価差額金 △15,668千円

繰延税金負債計 △10,534千円

２．「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との差異△2.69％の主な原因は税務上の

社外流出した損金不算入項目9,350千円によるもの

であります。 

２．「法定実効税率」と「税効果会計適用後の法人税等

の負担率」との差異△7.00％の主な原因は税務上の

社外流出した損金不算入項目8,460千円によるもの

であります。 

関連会社に対する投資の金額（千円） 106,920 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 151,603 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 4,344 

関連会社に対する投資の金額（千円） 116,640 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 173,093 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 11,528 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

子会社等 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）上記賃貸料及び賃借料については市場価格を参考に決定しております。 

(2）上記債務保証は、金融機関からの借入金430,603千円に対して保証したものであります。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
㈱小松リ
アルエス
テート 

東京都中
央区 

200,000 
不動産の
賃貸業 

（所有）
33.70 

役員
５名 

不動産
の賃貸 

賃貸料 14,195 未収入金 －

賃借料 11,698 地代家賃 －

債務保証 430,603 － －



当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

子会社等 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）上記賃貸料及び賃借料については市場価格を参考に決定しております。 

(2）上記債務保証は、金融機関からの借入金81,657千円に対して保証したものであります。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  
  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
㈱小松リ
アルエス
テート 

東京都中
央区 

200,000 
不動産の
賃貸業 

（所有）
36.40 

役員
６名 

不動産
の賃貸 

賃貸料 13,565 未収入金 －

賃借料 35,095 未払金 －

債務保証 81,657 － －

区分 前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額（円） 197.42 203.36 

１株当たり当期純利益（円） 18.52 7.61 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在していないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在していないため記載しており

ません。 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 75,611 35,550 

普通株主に帰属しない金額（千円） 5,771 6,848 

（うち利益処分による役員賞与金） （5,771） （6,848） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 69,840 28,702 

期中平均株式数（株） 3,771,957 3,771,378 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱小松アネックス 18 50,545 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 36 64,800 

㈱フェヤーモントホテル 10,000 10,000 

㈱常陽銀行 11,550 9,586 

㈱丸ノ内小松ストアー 4,000 1,500 

計 25,604 136,431 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下である為、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

２．建物の増加額91,750千円は本館及び別館店内改装工事代金であります。 

  

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 2,854,045 91,750 5,000 2,940,795 1,289,678 77,818 1,651,117

器具備品 88,086 18,297 106,383 54,078 11,543 52,304

車輌運搬具 8,595 － － 8,595 8,165 － 429

土地 223,779 － － 223,779 － － 223,779

建設仮勘定 － 102,845 94,845 8,000 － － 8,000

有形固定資産計 3,174,507 212,893 99,845 3,287,554 1,351,923 89,361 1,935,631

無形固定資産   

電話施設利用権 4,526 － － 4,526 － － 4,526

無形固定資産計 4,526 － － 4,526 － － 4,526

長期前払費用 2,939 － 1,469 1,469 － － 1,469

繰延資産 － － － － － － －

銘柄 発行年月日 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第１回無担保社債 
（㈱三菱東京ＵＦＪ銀行保証付適
格機関投資家限定） 

平成15年３月25日 
（－）

150,000 
（－）

150,000 
0.540 なし 平成20年３月25日

第２回無担保社債 
（㈱三菱東京ＵＦＪ銀行保証付適
格機関投資家限定） 

平成15年３月25日 
（30,000）
90,000 

（30,000）
60,000 

0.330 なし 平成20年３月25日

第３回無担保社債 
（㈱みずほ銀行保証付適格機関投
資家限定） 

平成16年11月25日 
（10,000）
100,000 

（10,000）
90,000 

1.41 なし 平成26年11月25日

第４回無担保社債 
（㈱三菱東京ＵＦＪ銀行保証付適
格機関投資家限定） 

平成17年６月27日 
（－）
－ 

（20,000）
190,000 

0.45 なし 平成27年６月26日

合計 － 
（40,000）
340,000 

（60,000）
490,000 

－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

60,000 60,000 30,000 30,000 30,000 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均金利を算定する利率及び残高は期末のものを使用しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、8,807株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分に伴う積立によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 234,980 234,980 1.82 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 397,880 238,575 2.28 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 889,110 850,535 2.88 平成19年～27年

合計 1,521,970 1,324,090 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 196,940 156,240 133,060 116,860 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 189,000 － － 189,000

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （3,780,000） （－） （－） （3,780,000）

普通株式 （千円） 189,000 － － 189,000

計 （株） （3,780,000） （－） （－） （3,780,000）

計 （千円） 189,000 － － 189,000

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

資産再評価積立金 （千円） 6,833 － － 6,833

計 （千円） 6,833 － － 6,833

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金）（注）２ （千円） 35,181 3,220 － 38,401

（任意積立金）    

別途積立金（注）２ （千円） 427,000 40,000 － 467,000

計 （千円） 462,181 43,220 － 505,401



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産 

１）流動資産 

(a）現金及び預金 

  

(b）売掛金 

相手先別内訳 

  

発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．当期掛売高には、クレジット売上および売上商品に対する荷造運賃を含んでおります。 

  

２．当期掛売高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円）

現金 12,051 

預金の種類 

当座預金 168,761 

定期預金 39,000 

小計 207,761 

合計 219,813 

相手先 金額（千円）

ブルガリ・ジャパン㈱ 42,070 

㈱ダイエーオーエムシー 23,348 

㈱ジェーシービー 21,128 

エノテカ㈱ 8,619 

㈱ディーシーカード 3,988 

その他 6,211 

合計 105,374 

前期繰越高 
（千円） 

当期掛売高
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

小売売上に対する掛売の割合 
（％） 

90,055 4,064,164 4,048,845 105,374 97.5 

  
回収率＝ 

当期回収高 
×100＝97.5％

  

  前期繰越高＋当期掛売高   

  
滞留日数＝月平均日数×

（前期繰越高＋次期繰越高）×1／2
＝8.6日

  

  当期掛売高×1／12   



(c）商品 

  

２）固定資産 

(a）長期貸付金 

  

② 負債 

１）流動負債 

(a）買掛金 

相手先別内訳 

  

発生及び支払状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額（千円） 構成比率（％） 

婦人服・洋品 32,822 85.4 

身の廻り品 1,807 4.7 

その他の商品 3,801 9.9 

合計 38,431 100.0 

相手先 金額（千円）

小坂産業㈱ 128,398 

㈱丸ノ内小松ストアー 104,000 

㈱小松アネックス 24,640 

㈱小松デベロップメント 28,000 

合計 285,038 

相手先 金額（千円）

アッシュペーフランス㈱ 14,676 

㈱ヤマノアンドアソシエイツ 6,589 

㈱エルインターナショナル 5,241 

八木通商㈱ 4,904 

㈱ポアンドジュウル 3,599 

その他 30,957 

合計 65,969 

区分 前期繰越高（千円） 当期発生高（千円） 当期支払高（千円） 次期繰越高（千円） 

金額 43,815 3,578,411 3,556,257 65,969 



２）固定負債 

(a）預り保証金 

  

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 金額（千円）

ヤマハ㈱（ギンザ・コマツビル６階賃貸） 107,100 

㈱サッポロライオン（ギンザ・コマツビル地下１階賃
貸） 

60,288 

㈱エー・ジー・ジェイ（ギンザ・コマツビル５階賃
貸） 

17,268 

㈱大剛（ギンザ・コマツビル地下１階賃貸） 16,818 

小坂不動産㈱（ギンザ・コマツビル７階一部賃貸） 311 

合計 201,785 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券
および100株券未満の株数を表示した株券。 
ただし単元未満株券は、法令により発行が認められる場合を除き発行し
ない。 

中間配当基準日 －月－日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 同上 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 同上 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

定款による株式譲渡制限 あり 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第80期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月22日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第81期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成17年６月６日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社小松ストアー       

  取締役会 御中   

  作成日 平成17年６月22日 

  事務所名 監査法人大手門会計事務所 

  

代表社員 

業務執行社員 

公認会計士 

武田 平吉  ㊞ 

  事務所名 公認会計士 桜友共同事務所 

  公認会計士 吉田 宏   ㊞ 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松ストアーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第80期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私た

ちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

小松ストアーの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と私たち又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

株式会社小松ストアー       

  取締役会 御中   

  作成日 平成18年６月21日 

  事務所名 監査法人大手門会計事務所 

  

代表社員 

業務執行社員 

公認会計士 

武田 平吉  ㊞ 

  事務所名 公認会計士 桜友共同事務所 

  公認会計士 吉田 宏   ㊞ 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松ストアーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私た

ちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

小松ストアーの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と私たち又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 
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